
※特に記述のないものは、令和 2 年 4 月 1 日現在の状況です。 

 

1 職員の任免と職員数に関する状況 

■職員の採用及び退職状況(単位：人) 

区分 採用 退職 

事 務 職 21  (8) 15  (2) 

精 神 保 健 福 祉 士 1 (1) 0 (0) 

土 木 5 (2) 5 (0) 

機 械 1 (0) 0 (0) 

電 気 0 (0) 1 (0) 

建 築 1 (0) 2 (0) 

保 育 士 7 (7) 9 (9) 

児 童 指 導 員 0 (0) 2 (0) 

看 護 師 0 (0) 1 (1) 

消 防 士 11 (2) 4 (0) 

指 導 主 事 4 (0)  4 (1) 

保 健 師 1 (1) 2 (2) 

技 能 労 務 職  2 (2) 5 (3) 

小 計 54 (23) 50 (18) 

再 任 用 ( フ ル タ イ ム )  12 (5) 4 (2) 

計 66 (28) 54 (20) 

 

※採用は平成 31年 4月 2 日から令和 2年 4月 1日まで、退職は平成 31年度中の職員数です。 

※( )内は女性職員数で、内書きです。 

※再任用職員の任期は 1年です。 

  



■職員数の推移 

 

 

令和 2年度の職員数は 1,427 人で、最多だった平成 8年度の 1,742 人より 315 人減少しました。 

 

 

■職位別任用状況(単位：人) 

区分 職員数 うち昇格者 

部 長 級 15 (1) 4(1) 

次 長 級 27 (1) 8(0) 

課 長 級 159(33) 18(8) 

※( )内は女性数で、内書きです。 
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■部門別職員数の状況(単位：人) 

部門 区分 H30 H31 R2 

一
般
行
政 

議会 11 11 12 

企画総務 211 212 217 

税務 68 68 66 

民生 365 370 367 

衛生 96 94 92 

労働 2 2 2 

農林水産 14 14 13 

商工 6 6 6 

土木 105 103 102 

小計 878 880 877 

特
別
行
政 

教育 158 156 159 

消防 261 261 268 

小計 419 417 427 

公営企業等 121 123 123 

合計 1,418 1,420 1,427 

※職員数は一般職に属する職員数で、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員、再任用フル

タイムなどを含み、臨時や非常勤職員を除きます。 

 

 

■一般行政職の級別職員数 

区分 職員数(人) 構成比(％) 

7 級  部 長 級 11 1.7 

6 級  次 長 級 17 2.6 

5 級  課 長 級 90 13.9 

4 級 副 主 幹 級 86 13.2 

3 級  主 査 級 107 16.5 

2 級  主 任 級 214 32.9 

1 級  主 事 級 125 19.2 

合 計 650 100.0 

 

 

 

 

 

 

 



2 職員の人事評価の状況 

  能力・意欲評価及び実績評価を実施しました。 

 

3 職員の給与の状況 

■平成 31年度 人件費の状況(普通会計決算) 

住基人口 

(年度末) 

歳出額 

(Ａ) 

人件費 

(Ｂ) 

人件費率 

(Ｂ/Ａ) 
過去の人件費 

229,037 人 632 億 70 万 8 千円 111 億 5,152 万 1 千円 17.6％ 
 (H29)110億5,992万3千円 
(H30)110億6,497万4千円 

※人件費は特別職(市長・議員など)に支給する報酬などを含みます。 

※人件費は平成 10 年度の 150 億 3,953 万 4 千円を最高に 38 億 8,801 万 3 千円減少しています。 

 

 

■平成 31年度 職員給与費の状況(普通会計決算) 

職員数 

(Ａ) 

給与費 1 人当たり 

(Ｂ/Ａ) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ) 

1,303 人 46億9,057万5千円 11億8,741万1千円 20 億 3,330 万円 79億1,128万6千円 607 万 2 千円 

※職員手当には退職手当を含みません。 

※職員数は、平成 31年 4 月 1 日現在の人数です。 

 

■平均給料月額 

区分 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 312,327 円 40.5 歳 

技能労務職 330,929 円 50.8 歳 

 

  



■ラスパイレス指数の推移 

ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す

指数です。 

 

※参考値とは、平成 24、25 年度の国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置が無いとした

場合の数値です。 

 

■初任給額 

区分 給料月額 

一般行政職 
大学卒 188,700 円 

高校卒 160,100 円 

 

 

■経験年数別・学歴別平均給料額 

経験年数 

区分 
10 年 15 年 20 年 

一般 

行政職 

大学卒 267,675 円 304,436 円 352,443 円 

高校卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 

技能 

労務職 
高校卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 
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■職員手当の状況 

毎月決

まって

支給 

扶養手当 住居手当 通勤手当 

① 配偶者    6,500 円 

② 子     10,000 円 

③ その他    6,500 円 

※6 級職員については、配偶

者及びその他は 3,500 円と

なります。 

※7級職員については、配偶

者及びその他は非支給とな

ります。 

※満16歳～22歳の子1人に

つき 5,000 円加算されます。 

①借家の者／28,000 円

(上限) 

②持家居住者／ 

令和 2年度から廃止 

①交通機関利用者／運賃相当額 

②交通用具利用者／通勤距離に応

じて算出した額 

管理職手当 地域手当 

課長相当職以上の管理職職員に支給する

手当 

地域における民間の賃金水準や物価等の事情

を考慮して支給する手当 

(給料、扶養手当、管理職手当の総額の 6％) 

実績に

応じて

支給 

時間外勤務手当 特殊勤務手当 

正規の勤務時間外に勤務したときに支給

する手当 

※他に、夜間勤務手当、休日勤務手当があ

ります。 

危険、不快な業務など特殊な業務に従事する職

員に対して支給する手当 

管理職員特別勤務手当  

課長相当職以上の管理職職員が、週休日等

及び平日深夜に行う突発的業務に対して

支給する手当 

臨時に

支給 

期末・勤勉手当 退職手当 

年間支給率 4.5 月(2.35 月) 

※支給額の算定には、職制上の段階、職務

の級などによる算定基礎の加算措置が

あります。 

※()は、再任用職員に係る支給割合です。 

勤続年数 自己都合 勧奨・定年 

20 年 

25 年 

35 年 

最高限度 

19.669500 月分 

28.039500 月分 

39.757500 月分 

47.709000 月分 

24.586875月分 

33.270750月分 

47.709000月分 

47.709000月分 

※退職手当の支給率については、平成 31年 4月 1 日から令和 2年 3月 31 日までの退職者が対象に 

なっています。 

 

 

 



■特別職の報酬などの額 

区分 報酬 期末手当 費用弁償 

市長 900,000 円 

年間支給率／4.5 月 

※支給額の算定の際、算定基礎の加算措

置があります。 

 

― 副市長 750,000 円 

教育長 695,000 円 

議長 505,000 円 

議会本会議・各委員会に出

席／１日につき 2,000 円 

副議長 460,000 円 

常任委員長 445,000 円 

議員 435,000 円 

 

 

4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

■勤務時間の概要 

1 週間の勤務時間 勤務時間の割り振り 

38 時間 45 分 
始業 終業 休憩時間 週休日 

午前 8時 30 分 午後 5時 15 分 60 分 土・日曜日 

 

■年次有給休暇の取得状況(平成 31 年度) 

平均取得日数 ／11.1 日 

 ※1 年につき最高 20日間付与され、前年度からの繰り越し分を含めると最高 40日間です。 

 

■時間外勤務の状況(平成 31 年度) 

平均時間外勤務時間数 ／年間 128.1 時間 

 

 

5 職員の休業に関する状況 

■育児休業等の取得状況(平成 31年度) 

育児休業取得者数 ／78 人(うち新規 27人) 

部分休業取得者数 ／40 人(うち新規 18人) 

 

 

6 職員の分限及び懲戒処分の状況 

■分限処分(平成 31 年度) …24 人(病気休職 23人、降任 1人) 

■懲戒処分(平成 31 年度) … 3 人(戒告 2人・停職 1人) 

 

 

 

 



7 職員の服務の状況 

職員の守るべき義務の概要 

・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 

・信用失墜行為の禁止 

・秘密を守る義務 

・職務に専念する義務 

・政治的行為の制限 

・争議行為等の禁止 

・営利企業等の従事制限 

 

 

8 職員の退職管理の状況 

 地方公務員法及び上尾市職員の退職管理に関する条例の規定に基づく元職員の再就職に関する届

出が 2件ありました。 

 

 

9 職員の研修の状況 

平成 31 年度に実施した研修は合計で 77コースあり、延べ研修修了人数は 1,020 人です。 

基本研修 555 人 昇任・昇格時などに実施 

特別研修 300 人 人権・契約実務など 

派遣研修 40 人 国・県の研修機関や民間派遣など 

自主研修 125 人 通信教育、自主研修グループなど 

 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

■埼玉県市町村職員共済組合負担金など 

15 億 9,969 万 3千円(平成 31 年度) 

■公務災害等の発生状況(平成 31年度) 

公務災害／6件 通勤災害／3件 

 

 

11 公平委員会の業務の状況 

■勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成 31 年度に新たに提起された措置の要求はありませんでした。また、平成 30 年度以前に提起

された措置の要求で審査を継続したものもありませんでした。 

■不利益処分に関する審査請求の状況 

平成 31 年度に新たに提起された審査請求はありませんでした。また、平成 30 年度以前に提起さ

れた審査請求で審査を継続したものもありませんでした。 


